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Ⅰ 伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項 

１ 森林整備の現状と課題 

 七ヶ浜町の民有林面積は 181.88ha、森林面積の 92.5％にあたり、蓄積は 42 千㎥になる。  

 民有林のうち人工林の面積は 97.54ha、人工林率は 54％（県平均は 54％）であり、その資源は

利用時期にあり、循環利用を図るための適正な森林整備が課題となっている。森林整備を着実かつ

合理的に推進していくためには、水源の涵
かん

養、山地災害の防止等の公益的機能の発揮、温室効果ガ

ス削減に資するためにも健全な森林整備及び保全の一層の推進が必要である。 

 

２ 森林整備の基本方針 

 

(1) 地域の目指すべき森林資源の姿  

イ 水源涵
かん

養機能   

林木の樹冠及び根系の発達が良好で、 団粒構造がよく発達し、かつ、粗孔隙に富む森林土

壌を有し、成長の旺盛な下層植生がほどよく発達した森林であって、必要に応じて浸透を促進

する治山施設等が整備されている森林 

ロ 山地災害防止機能、土壌保全機能 

根系が深くかつ広く発達し、常に落葉層を保持し、適度の陽光が入ることによって下層植生

の発達が良好な森林であって、必要に応じて土砂の流出・崩壊を防止する治山施設等が整備さ

れている森林 

ハ 快適環境形成機能 

樹高が高く下枝が密に着生しているなど風、飛砂、騒音等を遮蔽(しゃへい)する能力が高く、

諸害に対する抵抗性が高い樹種又は葉量の多い樹種によって構成されている森林 

ニ 保健・レクリエーション機能 

多様な樹種からなり、かつ、林木が適度な間隔で配置されている森林、湖沼、渓谷等と一体

となって優れた自然美を構成する森林、多様な樹種及び林相からなり、明暗・色調に変化を有

する森林、郷土樹種を中心として安定した林相を形成している森林であって、必要に応じて保

健・教育的活動に適した施設が整備されている森林 

ホ 文化機能 

街並み、史跡、名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成している森林

であって、必要に応じて文化・教育的活動に適した施設が整備されている森林 

ヘ 生物多様性保全機能 

全ての森林が発揮する機能であるが、特に属地的に機能が発揮されるものとしては、原生的

な森林生態系、希少な生物が生育・生息している森林、陸域・水域にまたがり特有の生物が生

育・生息している渓畔林、学術的に貴重な生物が生息している森林 

ト 木材等生産機能 

林木の生育に適した森林土壌を有し、適正な密度を保ち、ＣＯ２の固定能力が高く、団地的

なまとまりがあって形質の良好な林木からなる成長量の多い森林であって、森林生産が安定的

かつ効率的に実施することができる森林 

   チ 地球環境保全機能 

     二酸化炭素の吸収や炭素の固定、蒸発発散作用等により地球環境を調節する属地性のない機

能であり、全ての森林が発揮する。 
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(2) 森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策 

 森林の有する機能を総合的かつ高度に発揮させるため、計画の対象とする森林に、公益的機

能別施業森林区域を設定し、適切な森林整備を推進することとする。 

イ 公益的機能別施業森林 

(ｲ) 水源の涵
かん

養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（水源涵
かん

養機能

維持増進森林） 

 洪水の緩和や良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐を促進しつ

つ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とするとともに、伐採に伴って発生す

る裸地については縮小並びに分散を図る。 

(ﾛ) 土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業

を推進すべき森林（山地災害防止・土壌保全機能維持増進森林） 

 災害に強い地盤を形成する観点から、地形、地質等の条件を考慮した上で、林床の裸

地化の縮小並びに回避を図る施業を推進する。また、必要に応じて土砂の流出・崩壊を

防止するための施設や浸透を促進するための施設を整備する。 

(ﾊ) 快適な環境の形成の機能の維持増進を図る森林施業を推進すべき森林（快適環境形成

機能維持増進森林） 

 地域の快適な生活環境を保全する観点から、風・騒音等の防備や大気の浄化のために

有効な森林の構成を基本とし、樹種の多様性を増進する施業や適切な保育・間伐等を推

進する。 

(ﾆ) 保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（保健機能維持増進

森林） 

 地域住民に憩いと学びの場を提供する観点からは、立地条件や地域のニーズ等に応じ

広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進する。潤いある自然景観や歴史的風致

を形成・保存する観点からは、文化機能の維持増進を図る森林として美的景観の維持・

形成に配慮した森林整備を推進する。また、原生的な森林生態系、希少な生物が生育・

生息している森林については、生物多様性の維持増進を図る森林として保全する。 

 

ロ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（木材等生産機能維持

増進森林） 

  該当なし。 

 

(3) 造林から伐採に至る森林施業の推進方策 

該当なし。 

                                              

３ 森林施業の合理化に関する基本方針 

該当なし。 

 

Ⅱ 森林の整備に関する事項 

 

第１ 立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く） 

 

１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

主要樹種別の標準伐期齢は、平均成長量が最大となる林齢を基準とし、森林の有する公益的機能、
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既往の平均伐期齢及び森林の構成を勘案して、次表のとおり定める。 

 

    標準伐期齢 

 

 

 

 

樹         種  

 

 

 

 

 ス ギ  ヒノキ 
 アカマツ 

 クロマツ 
 カラマツ 

 その他 

 針葉樹 
 クヌギ 

 その他 

 広葉樹 

 ３５年  ４０年  ３５年  ３０年  ４０年  １０年  ２０年 

 

   ただし、標準伐期齢は地域を通じた立木の伐採の時期に関する指標として本計画に定めるが、標

準伐期齢に達した時点での森林の伐採を促すものではない。 

 

２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

 立木の伐採（主伐）の標準的な方法については、森林の有する多面的機能の維持増進を図ること

を旨とし、以下のとおりとする。 

 なお、主伐とは、更新（伐採跡地が再び立木地となること）を伴う伐採であり、その方法は皆伐

または択伐によるものとする。 

 

皆伐：皆伐は、主伐のうち択伐以外のものとする。皆伐に当たっては、気候、地形、土

壌等の自然的条件及び公益的機能の確保の必要性を踏まえ、適切な伐採区域の形状、

１箇所当たりの伐採面積の規模及び伐採区域のモザイク的配置に配慮し、適確な更

新を図ることとする。 

択伐：択伐については、主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐採する

方法であって、単木・帯状または群状に伐採区域全体でおおむね均等な割合で行う

ものとする。また、森林の多面的機能の維持増進が図られる適正な林分構造となる

よう一定の立木材積を維持するものとし、適切な伐採率によることとする。 

 

(1) 育成単層林施業 

イ 皆伐後新植を行う森林 

 皆伐は、人工林、又は、気候等の自然的条件及び林業技術の動向から人工林の造成が確実

で、森林生産力の増大が相当程度期待される天然林において行うものとする。皆伐を実施す

る場合は、林地の保全及び公益的機能に配慮し、１箇所当たりの伐採面積を適切な規模とす

る。また、伐採する箇所の分散を図るほか、造林地を寒風害等の諸被害から守るため保護樹

帯を積極的に設置するものとする。 

 なお、人工林の主伐は樹種ごとの生産目標に対応する径級に達した時期に行うものとし、

特に花粉の発生源となるスギ等人工林については、伐採・植替えの促進に努める。スギの主

伐時期の目安は次のとおりとする。 

 

     主伐時期の目安 

  樹 種 

 

標 準 的 な 施 業 体 系  主伐時期の目安 

      （年）  生産目標 胸高直径(cm) 

 

  スギ 

 

一般小径材 

一般中径材 

大径材 

２３ 

２８ 

３４ 

３５ 

５０ 

７０ 

ロ 皆伐後天然更新を行う森林 

 皆伐後天然更新を行う森林は、アカマツ等の天然更新が確実な林分及びコナラ、クヌギ等
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のぼう芽による更新が確実な林分とする。 

 １箇所当りの伐採面積及び伐採箇所は人工造林の場合に準ずるが、更新を確保するための

伐区の形状、母樹の保残等について配慮するとともに、ぼう芽更新に当たっては、優良なぼ

う芽を発生させるため、１１月から３月の間に伐採するものとする。 

 

(2) 育成複層林施業 

イ 択伐を行う森林 

 択伐は、複層林施業等を導入することが望ましいと認められる林分で行うものとする。伐

採に当たっては、下木の成長と公益的機能の維持に配慮しつつ、森林生産力の増進を図るこ

とができる適正な林層、林齢からなる林型に誘導できるよう伐採率等に配慮するものとする。 

 

(3) その他 

イ 森林の生物多様性保全の観点から、野生生物の営巣等に重要な空洞木について保残に努め

ることとする。 

 

ロ 森林の多面的機能の発揮の観点から、伐採跡地が連続することがないよう、伐採跡地間の

距離として、少なくとも周辺森林の成木の樹高程度の幅を確保する。 

    

ハ 林地の保全、雪崩、落石等の防止、風害等の各種被害の防止、風致の維持等のため、渓流

周辺や尾根筋等に保護樹帯を設置する。 

 

ニ 上記（1）から（2）に定めるものを除き、立木の伐採及び集材・搬出に際しては「主伐時に

おける伐採・搬出指針の制定について」（令和３年３月16 日付け２林整整第1157 号林野庁長

官通知）を踏まえ、現地に適した方法により実施するものとする。 

 

３ その他必要な事項  

該当なし。 

 

第２ 造林に関する事項 

 

１ 人工造林に関する事項 

   人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的機能の発揮の必要

性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能の発揮が期待され、将来にわた

り育成単層林として維持する森林において行うこととし、その標準的な方法は、以下のとおりと

する。 

 

(1) 人工造林の対象樹種 

 人工造林の対象樹種は適地適木を旨とし、自然条件、地域における種苗の需給動向及び木材

の利用状況等を勘案し、下表のとおりとする。 

 また、苗木を選定する際は、成長に優れた苗木や花粉発生源対策の加速化に資する花粉の少

ない苗木の導入に努める。 

 なお、定められた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、県の林業普及指導員又は町の

担当と相談の上、適切な樹種を選択する。 

 

   人工造林の対象樹種 
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人工造林の対象樹種 

 スギ、ヒノキ、アカマツ、クヌギ、ケヤキ、コナラ 

 

(2) 人工造林の標準的な方法 

イ 人工造林の樹種別及び仕立ての方法別植栽本数 

  植栽本数は、既往の植栽本数を勘案して次表を標準とする。また、複層林化を図る場合の

樹下植栽については、標準的な植栽本数に下層木以外の立木の伐採率（材積による率）を乗

じた本数以上を植栽するものとする。 

  なお、標準植栽本数の範囲を超えて植栽しようとする場合は、県の林業普及指導員又は七

ヶ浜町の担当と相談の上、適切な本数を決定する。 

 

    

 樹 種 

 

生産目標 

 

 標準的な植栽本数 

（ｈａ当たり） 

       備    考 

 

 

 ス ギ 

 

 

 一 般 材 

 

 

  ３，０００本 

 

 低コスト造林のため、活着率の高い植栽法

又は初期成長が期待できる植栽法（コンテナ

苗、大苗等）による場合は、１ヘクタール当

たり 1,000 本～2,000 本とすることも可とす

る。ただし、地形・地質や土壌条件、地域の

気象条件等を十分勘案し、成林が見込まれる

場合にのみ実施するものとする。 

 保安林に指定されており植栽本数に指定が

ある場合は、指定本数を下回らないようにす

ることとする。 

 

 ヒノキ 

 

 

 一 般 材  

 

 

  ３，０００本 

 

 

アカ マ ツ 

 

 

  一 般 材 

 

 

  ４，０００本 

 

 

ロ その他人工造林の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

  区 分 標 準 的 な 方 法 

 地拵えの方

法 

  表土の流出に十分考慮し、また、地形及び林況に応じて適切な方法により行

うこととする。主として棚積み地拵え又は枝条散布地拵えとする。 

 植付け方法 

 

 土壌の性質及び苗木の特性に配慮し、根が土に十分密着するよう、ていねい

植えとする。保育や伐採の便を考え、正方形または方形植えが望ましい。 

 植栽の時期 

 

 気候及び苗木の生理的条件に配慮して適切な時期に行うこととし、原則とし

て春期３月中旬から５月中旬とする。 

 

(3) 伐採跡地の人工造林をすべき期間 

 森林の有する機能の維持及び早期回復並びに森林資源の造成を図る観点から、伐採後２年以

内に植栽するものとする。また、択伐によるものについては、森林の有する機能への影響が比

較的小さいことから、伐採後５年以内に植栽するものとする。  

 

２ 天然更新に関する事項 

天然更新は、前生稚樹の生育状況、母樹の存在など森林の現況、地域の気候、地形、土壌等の

自然的条件、林業技術体系からみて、主として天然力の活用により適確な更新が図られる森林に

おいて行うこととする。 

 

(1) 天然更新の対象樹種 
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天然更新の対象樹種は、対象森林に関する自然条件・周辺環境等を勘案し下表のとおりと

する。 

 

      天然更新の対象樹種 

天然更新の対象樹種 アカマツ、コナラ、クリ、サクラ等 

 

 

ぼう芽による更

新が可能な樹種 

コナラ、クリ、サクラ等 

 

 

(2) 天然更新の標準的な方法 

イ 天然更新の標準的な方法 

天然更新の対象樹種の期待成立本数として想定される本数は下表のとおりであり、その

本数に１０分の３を乗じた本数以上の草丈以上のものを更新させるものとする。 

また、伐採時に天然更新が困難と判断される場合には天然更新補助作業により確実な更

新を図ることとし、その方法は下表のとおりとする。 

 

      天然更新の対象樹種の期待成立本数 

      樹  種         期待成立本数 

（宮城県天然更新完了基準による） 

 

       天然更新補助作業の標準的な方法 

   区 分 標準的な方法 

地表処理 

 

地表処理は、ササや粗腐食枝葉の堆積により天然下種更新が阻害されてい

る箇所について、かき起こし又は枝条整理等の作業を行うこと。 

刈出し 

 

刈出しは、ササなどの下層植生により天然稚樹の成育が阻害されている箇

所について行うこと。 

植え込み 

 

植え込みは、天然稚樹等の生育状況を勘案し、天然下種更新の不十分な箇

所に必要な本数を植栽すること。 

芽かき 

 

芽かきは、伐採後３年間程度は自然淘汰にまかせ、伐採後４～８年目ころ

に優勢なものを１株当たり３～５本程度残し、それ以外はかき取ること。 

 

ロ その他天然更新の方法   

宮城県天然更新完了基準に基づく調査を行うこととし、更新が確認されない場合は、植栽

又は更新補助作業による確実な更新を図るものとする。 

 

(3) 伐採跡地の天然更新をすべき期間 

伐採跡地の天然更新をすべき期間は、森林の有する公益的機能の維持及び早期回復のため５

年以内とする。 

 

 

３ 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する事項 

 

(1)植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の基準 

   「天然更新完了基準書作成の手引きについて」（平成24年３月30日付け23林整計第365号林野庁

森林整備部計画課長通知）に示す設定例を参考に、ぼう芽更新に適した立木や天然下種更新のため

の母樹の賦存状況、天然更新に必要な稚幼樹の生育状況、林床や地表の状況、病虫獣害などの被害

の発生状況、当該森林及び近隣の森林における主伐箇所の天然更新の状況、その他の自然条件を踏



  

7 

 

まえ、森林の早期回復に対する社会的要請等を勘案して選定する。 

 

 (2)植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の所在 

  該当なし。 

 

４ 森林法第１０条の９第４項の伐採の中止又は造林の命令の基準 

 

(1) 更新に係る対象樹種 

イ 人工造林の場合  

 １の（１）による。 

ロ 天然更新の場合 

 ２の（１）による。 

 

(2) 生育し得る最大の立木の本数として想定される本数 

植栽によらなければ適確な更新が困難な森林以外の森林の伐採跡地における植栽本数とし

て、天然更新の対象樹種の立木が５年生時点で生育し得る最大の立木の本数として想定され

る本数は、２（２）イによる。 

 

５ その他必要な事項 

該当なし。 

 

 

第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及び保育
の基準 

 

１ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

標準的な間伐の実施時期は表のとおりであるが、立木の成長の促進、林分の健全化及び利用価

値の向上を図るため、標準伐期齢未満においては１０年間隔、標準伐期齢以上においては１５年

間隔を目安とし、適切に実施することとする。 

 

樹 種 施業体系 
植栽本数 

 (本/ha) 

間伐を実施すべき標準的な林齢（年）

（本数伐採率） 標準的な方法 備考 

初 回 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 

ス ギ 

生産目標 

一般材 

   

3,000 本 

 １５ 

(26%) 

 ２０ 

(28%) 

 ２５ 

(26%) 

 ３５ 

(27%) 

 ５０ 

(30%) 

①生産目標、生産力及び気象条

件等を考慮するとともに、密度

管理図及び収穫表により、適正

な本数及び材積になるよう実

施すること。 
②具体的な作業については、

「間伐のすすめ」（昭和 54 年

3 月・宮城県林政課）及び「長

伐期施業の手引き」（平成 6

年４月・宮城県林政課）を参考

とすること。 

 

生産目標 

良質柱材 

  

4,500 本 

 １０ 

(14%) 

 １６ 

(20%) 

 ２１ 

(25%) 

 ３０ 

(22%) 

 ４０ 

(29%) 

ヒノキ 
生産目標 

一般材 

  

3,000 本 

 １８ 

(29%) 

 ２３ 

(29%) 

 ３０ 

(28%) 

 ４２ 

(29%) 

 ６５ 

(28%) 

アカマ

ツ 

生産目標 

 一般材 

  

4,000 本 

 ２０ 

(25%) 

 ３０ 

(17%) 

 ４０ 

(20%) 
  

※標準伐期齢を越える林齢についても対象とした。高齢級の森林における間伐については、立木の成長

力に留意すること。 

 

２ 保育の作業種別の標準的な方法 
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(1) 下刈り 

 

 

        

 

 

樹 種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 

 標準的な方法  備 考 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

ス ギ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○      ○：１回刈り 

 ◎：２回刈り 

全刈を基準とする 

 

 

 

ヒノキ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○     

アカマツ ○ ◎ ○ ○ ○      

※作業の省力化・効率化に留意し、必要に応じて回数の削減を検討する。 

 

(2) つる切 

 

    

        

 

 樹 種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 標準的な方法 備  考 

 ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 

ス ギ  ○    ○     
植栽木に巻きつい

たつる類を取り除 

く 

 

ヒノキ ○    ○      

アカマツ   ○    ○    

 

(3) 除間伐 

 
 

 樹 種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 標準的な方法 備 考 

８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 

ス ギ  ○    ○     
植栽木以外の樹木

及び不良木の除去  

ヒノキ ○    ○      

アカマツ   ○    ○    

 

(4) 枝打 

 

  

 

 樹 種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 標準的な方法 備 考 

 ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 

ス ギ    ○     ○  Ⅲ齢級地上 1.8 ｍ 

Ⅳ齢級地上 4.0 ｍ 

 

ヒノキ ○    ○    ○  

 

３ その他間伐及び保育の基準 
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該当なし。 

 

４ その他必要な事項 

 

(1) 計画期間内に間伐等を実施する必要のある森林 

該当なし。 

 

 

第４ 公益的機能別施業森林の整備等に関する事項 

 

１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域における森林施業の方法 

  公益的機能別施業森林の区域及び森林施業の方法については、保安林などの法令に基づき森林

施業に制限を受ける森林の所在、森林の立地条件、森林の機能の評価区分（「森林の機能別調査

実施要領の制定について」（昭和５２年１月１８日付け５２林野計第５３２号林野庁長官通知）

に基づく評価区分）及び「Ⅰ.２ 森林整備の基本方針」を踏まえ、森林の現況、路網整備状況及

び社会的要請等を勘案し、次のとおりとする。 

  

(1) 水源の涵
かん

養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（水源涵
かん

養機能維持増   

進森林） 

イ 区域の設定 

 この森林は、地域の用水源として重要なため池、湧水地、渓流等の周辺に存する森林、水

源涵
かん

養機能の評価区分が高い森林等であり、その区域は別表１のとおりとする。 

 

ロ 施業の方法（伐期の延長を推進すべき森林） 

 下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とし、伐期の間隔の拡大、伐採に伴って発生

する裸地の縮小及び分散を図ることとし、次のとおり定め、その区域は別表２のとおりとす

る。 

(ｲ) 植栽 

  主伐後５年経過しても更新が図られていない場合、５年生における期待成立本数の３

０％以上の本数となるよう植栽することとし、植栽によらなければ適確な更新が困難な

森林については、標準的な植栽本数を２年以内に植栽する。 

(ﾛ） 間伐 

 おおむね５年後に樹冠疎密度が１０分の８以上に回復することが見込まれる森林にお

いて、材積率で３５％以内の伐採を行う。 

(ﾊ） 主伐 

 主伐を行う林齢は、標準伐期齢プラス１０年以上とする。皆伐を行う際は、更新未完

了の伐採区域が連続して２０ha を超えないこと。 

 

(2) 土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機能、快適な環境の形成の機能又は保健文化   

機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林その他水源涵
かん

養機能維持増進森林以

外の森林 

イ 区域の設定 

(ｲ)  土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業
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を推進すべき森林（山地災害防止・土壌保全機能維持増進森林） 

 この森林は、山地災害の発生により人命・人家等施設への被害のおそれがある森林、

山地災害防止機能の評価区分が高い森林等であり、その区域は別表１のとおりとする。 

(ﾛ） 快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（快適環

境形成機能維持増進森林） 

 この森林は、潮害防備保安林や、住民の日常生活に密接な関わりを持ち、塵等の影響

を緩和する森林、風害、霧害等の気象災害を防止する効果が高い森林、生活環境保全機

能の評価区分が高い森林等であり、その区域は別表１のとおりとする。 

(ﾊ） 保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（保健文化機能維持

増進森林） 

 この森林は、風致保安林、文化財保護法に規定する史跡名勝天然記念物に係る森林、

キャンプ場・森林公園等の施設を伴う森林などの町民の保健・教育的利用等に適した森

林、史跡等と一体となり優れた自然景観等を形成する森林、保健文化機能の高い森林等

であり、その区域は別表１のとおりとする。 

(ﾆ） その他の公益的機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

該当なし。 

 

ロ 施業の方法 

 イの区域のうち、特に機能の発揮が求められる森林は択伐による複層林施業を推進すべき

森林とし、そのほかは択伐以外の方法による複層林施業を推進すべき森林とし、適切な伐区

の形状・配置等により伐採後も機能の確保ができる森林は長伐期施業を推進すべき森林とす

る。また、地域独自の景観のため特定の広葉樹を育成することが必要な場合は、特定広葉樹

育成施業を推進すべき森林とする。 

 森林施業の方法は次のとおりとし、その区域は別表２のとおりとする。 

(ｲ) 択伐による複層林施業を推進すべき森林 

a 植栽 

 複層林における標準的な植栽本数を５年以内に植栽する。 

b 間伐 

 複層林への誘導前の間伐においては、収量比数(Ry)が０．８５以上の森林について、 

０．７５以下となるよう間伐する。 

c 主伐 

 標準伐期齢時点における立木材積の１０分の７以上の材積が確保されるよう伐採す

るものとする。 

(ﾛ) 複層林施業を推進すべき森林（択伐以外の方法による） 

a 植栽 

 主伐後５年経過しても更新が図られていない場合、５年生における期待成立本数の３

０％以上の本数となるよう植栽することとし、植栽によらなければ適確な更新が困難な

森林については、標準的な植栽本数を２年以内に植栽する。 

b 間伐 

 複層林への誘導前の間伐においては、収量比数(Ry)が０．８５以上の森林について、 

０．７５以下となるよう間伐する。 

c 主伐 

 標準伐期齢時点における立木材積の１０分の５以上の材積が確保されるよう伐採す

るものとする。 

(ﾊ) 長伐期施業を推進すべき森林 

a 植栽 

  主伐後５年経過しても更新が図られていない場合、５年生における期待成立本数の３
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０％以上の本数となるよう植栽することとし、植栽によらなければ適確な更新が困難な

森林については、標準的な植栽本数を２年以内に植栽する。 

b 間伐 

 おおむね５年後に樹冠疎密度が１０分の８以上に回復することが見込まれる森林に

おいて、材積率で３５％以内の伐採を行う。 

c 主伐 

 主伐を行う林齢は、標準伐期齢の２倍以上とする。 

(ﾆ) 特定広葉樹育成施業を推進すべき森林 

 該当なし。 

 

２ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（木材等生産機能維持増進

森林）の区域及び当該区域における森林施業の方法 

 

(1) 区域の設定 

 この森林は、林木の生育に適した森林等の開設状況等から効率的な施業が可能な森林、木材

生産機能の評価区分が高い森林で、自然的条件から一体として森林施業を行うことが適当と認

められる森林とする。またこの区域のうち、災害発生の危険性が低く、林地生産力が高く、傾

斜が比較的緩やかで、集落からの距離が近い森林等を｢特に効率的な施業が可能な森林｣として

定め、その区域は別表１のとおりとする。 

 

(2) 施業の方法 

 木材等林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給するため、生産目標に応じた主伐の時期及

び方法を選定し、植栽による確実な更新、保育及び間伐等を推進する。また、森林施業の集約

化、路網整備や機械化等による効率的な森林整備を行う。 

 なお、特に効率的な施業が可能な森林の区域のうち人工林については、原則として、皆伐後

には植栽による更新を行うものとし、その方法は第２の１による。 

 

【別表１】 

区分 森林の区域 面積（ha） 

水源涵
かん

養機能維持増進森林 
別添計画概要図のとおり 44.27  

山地災害防止・土壌保全機能維持増進森林      〃 0.35    

快適環境形成機能維持増進森林      〃 19.92  

保健文化機能維持増進森林      〃 136.85  

その他の公益的機能維持増進森林  0 

木材等生産機能維持増進森林  0 

（木材の生産機能の維持増進を図るための森

林施業を推進すべき森林のうち、特に効率的

な施業が可能な森林） 

 0 

 

【別表２】 

区分 施業の方法 森林の区域 面積（ha） 

水源涵
かん

養機能維持増進森林 
伐期の延長を推進すべき森林 別添計画概要図のとおり 

44.27 

山地災害防止・土壌保全機

能維持増進森林、快適環境

長伐期施業を推進すべき森林     〃 107.69 

複層林施業を推進すべき森林  0 
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形成機能維持増進森林、保

健文化機能維持増進森林 

（択伐によるものを除く） 

択伐による複層林施業を推進す

べき森林 

別添計画概要図のとおり 
29.92 

特定広葉樹育成施業を推進すべ

き森林 

 
0 

 

 

３ その他必要な事項 

該当なし。 

 

 

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 

 

１ 森林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大に関する方針 

 森林の整備及び保全を着実に推進するため、森林・林業・木材産業関係者及び関係機関の合意

形成を図り、施業の受委託、林業事業体の体質強化及び高性能林業機械の積極的導入を図るとと

もに、作業路網の整備、木材加工・流通の合理化等の条件整備を総合的に推進するよう努める。 

 

２ 森林の施業又は経営の受託等による規模拡大を促進するための方策 

 森林所有者等へ長期の施業の委託等森林の経営の委託の働きかけに努めるとともに、施業の集

約化に取り組む者に対する森林の経営の受託等に必要な情報の提供、公開、助言及びあっせん、

地域協議会の開催による合意形成に努め、また、森林の経営の受託等を担う林業事業体等の育成

を図ることとする。 

 その際、長期の施業等の委託が円滑に進むよう、林地台帳の森林所有者情報の精度向上や、航

空レーザー測量等による森林資源情報の整備を促進し、面的な集約化を図る。 

 

３ 森林の施業又は経営の受託等を実施する上で留意すべき事項 

  森林の施業又は経営の受委託においては、次のような内容について「森林経営委託契約」を取

り交わして行うことが望ましい。 

 

(1) 委託事項  

イ 立木竹の伐採、造林、保育その他の森林施業を実施すること。 

ロ 伐採した木竹の販売を実施すること。 

ハ 森林の保護に関して次のことを行うこと。 

(ｲ) 森林の現況把握 

(ﾛ) 火災の予防及び消防 

(ﾊ) 盗伐、誤伐その他加害行為の防止 

(ﾆ) 有害動物及び有害植物の駆除及びそのまん延の防止 

(ﾎ) 森林の境界の巡視 

(ﾍ) 前記について異常を発見したときに行う必要な措置 

 

(2) その他重要な事項 

イ 森林への立入り及び施設の利用等 

ロ 森林経営計画の作成及び実行 

ハ 委託事項に関する実施状況の報告及び是正要求等 

ニ 費用の負担等（委託料の請求を含む） 



  

13 

 

ホ 損害の填補等 

ヘ 災害等による委託事項の不実施 

ト 債務不履行による契約の解除 

 

４ 森林経営管理制度に関する事項 

 

 (1) 森林経営管理制度に関する基本的な考え方 

森林の多面的機能発揮のため、森林の経営管理（自然的経済的社会的条件に応じた適切な経

営又は管理を持続的に行うことをいう。以下同じ。）を森林所有者自らが実行出来ない場合に

は、経営管理の委託を受け、林業経営に適した森林については宮城県が公表する意欲と能力の

ある林業経営者に再委託するとともに、再委託できない森林及び再委託に至るまで間の森林に

ついては経営管理を実施する。 

 

  (2) 意向調査の対象となる森林の考え方 

水源涵
かん

養機能、木材生産機能、生物多様性保全機能等の森林の多面的機能発揮のための間伐

等の施業が長期間に渡り実施されていない人工林（公有林を除く）を中心に意向調査を実施す

ることとする。 

 

５ その他必要な事項 

該当なし。 

 

 

第６ 森林の施業の共同化の促進に関する事項 

 

１ 森林施業の共同化の促進に関する方針 

該当なし。 

 

２ 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方策 

該当なし。 

 

３ 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

 該当なし。 

 

４ その他必要な事項 

該当なし。 

 

 

第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 

 

１ 路網の整備に関する事項  

 

(1) 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システム並びに作業路網等整

備とあわせて効率的な森林施業を推進する区域に関する事項 

 該当なし。 
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(2) 作業路網の整備及び維持運営に関する事項 

イ 基幹路網に関する事項 

該当なし。 

 

ロ 細部路網の整備に関する事項 

該当なし。 

 

(3) 基幹路網の維持管理に関する事項 

該当なし。 

 

２ その他必要な事項 

   木材搬出・森林整備のため必要な施設 

該当なし。 

 

第８ その他必要な事項 

 

１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項 

  該当なし。 

 

２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項 

 該当なし。 

 

      高性能林業機械を主体とする林業機械の導入目標 

該当なし。 

 

３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項 

該当なし。 

 

      林産物の生産（特用林産物）・流通・加工・販売施設の整備計画 

該当なし。 

 

４ その他必要な事項 

該当なし。 

 

Ⅲ 森林の保護に関する事項 

 

１ 鳥獣害の防止に関する事項 

   

(1) 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害防止の方法 

該当なし。 

 

イ 区域の設定 

該当なし。 
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ロ 鳥獣害防止の方法 

該当なし。 

    (ｲ) 植栽木の保護措置 

該当なし。 

    (ﾛ) 捕獲 

        該当なし。 

 

(2) その他必要な事項 

該当なし。 

   

２ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他の森林の保護に関する事項 

 

(1) 森林病害虫等の駆除及び予防の方法 

  イ 森林病害虫等の駆除又は予防の方針及び方法 

   松くい虫被害については、防除対策の重点化等地域や被害程度に応じた被害対策を推進し、

感染源を除去するという観点から積極的に樹種の転換を図ることとし、ナラ枯れ被害につい

ては、被害拡大防止のため、監視体制の強化と被害木の早期駆除に努める。 

 

  ロ その他 

被害対策、被害監視及び防除実行について効果的に実施するため、行政（国、県、周辺

市町村）及び森林所有者等の連携・地域の体制づくりを推進する。 

 

 (2) 鳥獣害対策の方法 

該当なし。 

 

３ 林野火災の予防の方法 

  山火事を未然に防止するため、林内歩道等の整備を図りつつ、山火事パトロール等を適時適切

に実施するとともに、防火線及び防火樹帯等の整備、標識等の設置及び地域住民への普及啓発を

図る。 

 

４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項 

「七ヶ浜町森林等における火入れの規制に関する条例」により、火入れを実施する際は周辺地

域の生活環境へ悪影響を及ぼさないよう留意する。 

 

 

５ その他必要な事項 

 

(1) 病害虫の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき林分  

該当なし。 

 

(2) その他  

該当なし。 

 

 

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項 
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１ 保健機能森林の区域 

該当なし。 

 

２ 保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の方法に関する事項 

該当なし。 

 

３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する事項 

(1) 森林保健施設の整備 

イ 整備することが望ましいと考えられる主な森林保健施設 

該当なし。 

ロ 森林保健施設の整備及び維持運営に当たっての留意事項 

該当なし。 

 

(2) 立木の期待平均樹高 

該当なし。 

 

４ その他必要な事項 

該当なし。 

 

 

Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項 

 

１ 森林経営計画の作成に関する事項 

(1) 路網の整備の状況その他の地域の実情からみて造林、保育、伐採及び木材の搬出を一体とし

て効率的に行うことができると認められる区域 

該当なし。 

 

(2) 森林経営計画を作成するに当たり、次の事項について適切に計画するものとする。 

  イ Ⅱの第２の３の植栽によらなければ適確な更新が困難な森林における主伐後の植栽 

  ロ Ⅱの第４の公益的機能別施業森林の施業方法 

ハ Ⅱの第６の３の森林の施業又は経営の受託等を実施する上で留意すべき事項及びⅡの第

７の３の共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

  ニ Ⅲの森林病害虫の駆除又は予防その他森林の保護に関する事項 

 

２ 生活環境の整備に関する事項 

 生活環境の整備計画 

該当なし。 

 

３ 森林整備を通じた地域振興に関する事項 

本町には日本三景松島が含まれており，緑が多く風光明媚な景勝地として観光に訪れる人も少

なくない。観光資源と心安らぐ安全な住環境の保全を図るため適切な整備を行い，地域振興を推

進する。 

 

４ 森林の総合利用の推進に関する事項 

本町においては木材の生産がほとんどされていないため、「七ヶ浜町の建築物における木材利

用の促進に関する方針（令和５年５月２２日策定）」により、公共建築物における木材利用は県
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内の森林で生産され県内の製材工場等で加工された県産材の活用を積極的に推進するよう努める。 

 

５ 住民参加による森林の整備に関する事項 

松くい虫の被害が問題となっていることから、地域住民の協力による被害の早期発見に努め、

山林所有者へ倒木等による近隣住宅や道路への被害を未然に防止するよう自己管理を促し、森林

の保全を図る。 

 

６ その他必要な事項 

（1）土地の形質の変更に当たって留意すべき事項 

森林の土地の形質の変更に当たっては、森林の適正な保全と利用の調和に留意するものとす

る。 

太陽光発電設備を設置する場合には、小規模の林地開発でも土砂流出の発生割合が高いこと、

太陽光パネルによる地表面の被覆により雨水の浸透能や景観に及ぼす影響が大きいこと等の特

殊性を踏まえ、面積規模に応じた“伐採及び伐採後の造林の届出制度”または宮城県知事への

林地開発許可の手続きを行うとともに、地域住民の理解を得るための取組の実施等に配慮する。 

加えて、盛土等に伴う災害を防止するため、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律

第 191 号）に基づき、宮城県知事が指定する規制区域の森林の土地においては、森林の谷部等

の集水性の高い場所における盛土等は極力避けるとともに、盛土等の工事を行う際の技術的基

準を遵守する。 

 

 

※ 付属資料 一式 

   七ヶ浜町森林整備計画概要図 
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七ヶ浜町森林整備計画概要図（公益的機能別施業森林等の区域図）
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七ヶ浜 町 市町 村森林計画概要図（公益的機能別施業森林等の区域（施業の方法））

:

1:25,000
0 0.55 1.1 1.65 2.20.275

Km

凡例

七ヶ浜 町

施業方法

長伐期施業

複層林施業(択伐によるものを除く)

択伐による複層林施業

伐期の延長


